
環境影響評価法第３条の２第３項、第３条の７第２項、第１１条第４項、第１２条第

２項及び第３８条の２第２項の規定による主務大臣が定めるべき指針並びに同法第４

条第９項の規定による主務大臣及び国土交通大臣が定めるべき基準に関する基本的事

項（抜粋：「計画段階配慮事項等選定指針」および「計画段階意見聴取指針」） 

 

 この基本的事項は、環境影響評価法（以下「法」という。）第３条の２第３項の規

定により主務大臣（主務大臣が内閣府の外局の長であるときは、内閣総理大臣。以下

同じ。）が定めるべき「計画段階配慮事項の選定並びに当該計画段階配慮事項に係る

調査、予測及び評価の手法に関する指針」（以下「計画段階配慮事項等選定指針」と

いう。）、法第３条の７第２項の規定により主務大臣が定めるべき「計画段階配慮事

項についての検討に当たって関係する行政機関及び一般の環境の保全の見地からの意

見を求める場合の措置に関する指針」（以下「計画段階意見聴取指針」という。）、

法第４条第９項の規定により主務大臣及び国土交通大臣が定めるべき「第二種事業の

判定の基準」（以下「判定基準」という。）、法第１１条第４項の規定により主務大

臣が定めるべき「環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合

理的に行うための手法を選定するための指針」（以下「環境影響評価項目等選定指針」

という。）、法第１２条第２項の規定により主務大臣が定めるべき「環境の保全のた

めの措置（以下「環境保全措置」という。）に関する指針」（以下「環境保全措置指

針」という。）並びに法第３８条の２第２項の規定により主務大臣が定めるべき「報

告書の作成に関する指針」（以下「報告書作成指針」という。）に関する基本となる

べき事項について定めるものである。 

 

第一 計画段階配慮事項等選定指針に関する基本的事項 

一 一般的事項 

  (1) 第一種事業に係る計画段階配慮事項の選定並びに調査、予測及び評価は、法

第３条の２第３項の規定に基づき、計画段階配慮事項等選定指針の定めるとこ

ろにより行われるものである。 

  (2) 計画段階配慮事項の範囲は、別表に掲げる環境要素の区分及び影響要因の区

分に従うものとする。 

  (3) 計画段階配慮事項の検討に当たっては、第一種事業に係る位置・規模又は建

造物等の構造・配置に関する適切な複数案（以下「位置等に関する複数案」と

いう。）を設定することを基本とし、位置等に関する複数案を設定しない場合

は、その理由を明らかにするものとする。 

  (4) 計画段階配慮事項の調査、予測及び評価は、設定された複数案及び選定され

た計画段階配慮事項（以下「選定事項」という。）ごとに行うものとする。 

  (5) 調査は、選定事項について適切に予測及び評価を行うために必要な程度にお

いて、選定事項に係る環境要素の状況に関する情報並びに調査の対象となる地

域の範囲（以下「調査地域」という。）の気象、水象等の自然条件（以下「自

然条件」という。）及び人口、産業、土地又は水域利用等の社会条件（以下「社

参 考 資 料 ３ 



会条件」という。）に関する情報を、原則として国、地方公共団体等が有する

既存の資料等により収集し、その結果を整理し、及び解析することにより行う

ものとする。重大な環境影響を把握する上で必要と認められるときは、専門家

等からの知見を収集するものとし、なお必要な情報が得られないときは、現地

調査・踏査その他の方法により情報を収集するものとする。 

  (6) 予測は、第一種事業の実施により選定事項に係る環境要素に及ぶおそれのあ

る影響の程度について、適切な方法により、知見の蓄積や既存資料の充実の程

度に応じ、環境の状態の変化又は環境への負荷の量について、可能な限り定量

的に把握することを基本とし、定量的な把握が困難な場合は定性的に把握する

ことにより行うものとする。 

  (7) 評価は、調査及び予測の結果を踏まえ、位置等に関する複数案が設定されて

いる場合は、当該複数案ごとの選定事項について環境影響の程度を整理し、こ

れらを比較することを基本とする。また、必要であると認められる場合には、

選定事項以外の環境要素について、適切な方法により調査及び予測を行い、複

数案ごとに環境影響の程度を整理し、これらを比較するものとする。 

    位置等に関する複数案が設定されていない場合は、選定事項についての環境

影響が、事業者により実行可能な範囲内で回避され、又は低減されているもの

であるか否かについて評価を行うものとする。 

    これらの場合において、国又は地方公共団体によって、環境要素に関する環

境の保全の観点からの基準又は目標が示されている場合は、これらとの整合性

が図られているか否かについても可能な限り検討するものとする。 

 二 計画段階配慮事項の区分ごとの調査、予測及び評価の基本的な方針 

  (1) 別表中「環境の自然的構成要素の良好な状態の保持」に区分される選定事項

については、環境基本法（平成５年法律第９１号）第１４条第１号に掲げる事

項の確保を旨として、当該選定事項に係る環境要素に含まれる汚染物質の濃度

その他の指標により測られる当該環境要素の汚染の程度及び広がり又は当該環

境要素の状態の変化（構成要素そのものの量的な変化を含む。）の程度及び広

がりについて、これらが人の健康、生活環境及び自然環境に及ぼす影響を把握

するため、調査、予測及び評価を行うものとする。 

  (2) 別表中「生物の多様性の確保及び自然環境の体系的保全」に区分される選定

事項については、環境基本法第１４条第２号に掲げる事項の確保を旨として、

次に掲げる方針を踏まえ、調査、予測及び評価を行うものとする。 

   ア 「植物」及び「動物」に区分される選定事項については、陸生及び水生の

動植物に関し、生息・生育種及び植生の調査を通じて抽出される重要種の分

布、生息・生育状況及び重要な群落の分布状況並びに動物の集団繁殖地等注

目すべき生息地の分布状況について調査し、これらに対する影響の程度を把

握するものとする。 

   イ 「生態系」に区分される選定事項については、以下のような重要な自然環

境のまとまりを場として把握し、これらに対する影響の程度を把握するもの



とする。 

    (ア) 自然林、湿原、藻場、干潟、サンゴ群集及び自然海岸等、人為的な改変

をほとんど受けていない自然環境や一度改変すると回復が困難な脆弱な自

然環境 

    (イ) 里地里山（二次林、人工林、農地、ため池、草原等）並びに河川沿いの

氾濫原の湿地帯及び河畔林等のうち、減少又は劣化しつつある自然環境 

    (ウ) 水源涵養林、防風林、水質浄化機能を有する干潟及び土砂崩壊防止機能

を有する緑地等、地域において重要な機能を有する自然環境 

    (エ) 都市に残存する樹林地及び緑地（斜面林、社寺林、屋敷林等）並びに水

辺地等のうち、地域を特徴づける重要な自然環境 

  (3) 別表中「人と自然との豊かな触れ合い」に区分される選定事項については、

環境基本法第１４条第３号に掲げる事項の確保を旨として、次に掲げる方針を

踏まえ、調査、予測及び評価を行うものとする。 

   ア 「景観」に区分される選定事項については、主要な眺望景観及び景観資源

に関し、眺望される状態及び景観資源の分布状況を調査し、これらに対する

影響の程度を把握するものとする。 

   イ 「触れ合い活動の場」に区分される選定事項については、野外レクリエー

ション及び地域住民等の日常的な自然との触れ合い活動に関し、それらの活

動が一般的に行われる施設及び場の状態及び利用の状況を調査し、これらに

対する影響の程度を把握するものとする。 

  (4) 別表中「環境への負荷」に区分される選定事項については、環境基本法第２

条第２項の地球環境保全に係る環境への影響のうち温室効果ガスの排出量等環

境への負荷量の程度を把握することが適当な事項に関してはそれらの発生量等

を、廃棄物等に関してはそれらの発生量、最終処分量等を把握することにより、

調査、予測及び評価を行うものとする。 

 三 計画段階配慮事項並びに調査、予測及び評価の手法の選定等に当たっての一般

的留意事項 

  (1) 第一種事業を実施しようとする者が、位置等に関する複数案を設定するに当

たっての留意事項、並びに計画段階配慮事項並びに調査、予測及び評価の手法

を選定するに当たって一般的に把握すべき情報の内容及びその把握に当たって

の留意事項を、計画段階配慮事項等選定指針において定めるものとする。 

  (2) 位置等に関する複数案の設定に当たっては、位置・規模に関する複数案の設

定を検討するよう努めるべき旨、また、重大な環境影響を回避し、又は低減す

るために建造物等の構造・配置に関する複数案の検討が重要となる場合がある

ことに留意すべき旨を、計画段階配慮事項等選定指針において定めるものとす

る。 

  (3) 位置等に関する複数案には、現実的である限り、当該事業を実施しない案を

含めるよう努めるべき旨を、計画段階配慮事項等選定指針において定めるもの

とする。 



  (4) (1)の計画段階配慮事項並びに調査、予測及び評価の手法を選定するに当たっ

て一般的に把握すべき情報には、第一種事業の内容（以下第一において「事業

特性」という。）並びに第一種事業の実施が想定される区域及びその周囲の地

域の自然的社会的状況（以下第一において「地域特性」という。）に関する情

報が含まれることが必要である旨を、計画段階配慮事項等選定指針において定

めるものとする。 

  (5) 第一種事業を実施しようとする者が、計画段階配慮事項並びに調査、予測及

び評価の手法を選定するに当たっては、選定の理由を明らかにすることが必要

である旨、計画段階配慮事項等選定指針において定めるものとする。 

  (6) 第一種事業を実施しようとする者が、計画段階配慮事項並びに調査、予測及

び評価の手法を選定するに当たっては、必要に応じ専門家等の助言を受けるこ

と等により客観的かつ科学的な検討を行うべき旨、計画段階配慮事項等選定指

針において定めるものとする。なお、専門家等の助言を受けた場合には、当該

助言の内容及び当該専門家等の専門分野を明らかにすることが必要である旨並

びに専門家等の所属機関の属性を明らかにするよう努めるべき旨、計画段階配

慮事項等選定指針において定めるものとする。 

  (7) 計画段階配慮事項の選定に当たっては、法第３条の２第２項の主務省令によ

り事業の種類ごとに定められる事業が実施されるべき区域その他の事項を踏ま

え、それぞれの事業ごとに、影響要因を事業特性に応じて適切に区分した上で、

事業特性及び地域特性に関する情報等を踏まえ、影響要因の区分ごとに当該影

響要因によって重大な影響を受けるおそれのある環境要素の区分を明らかにす

べき旨、計画段階配慮事項等選定指針において定めるものとする。 

    この場合において、工事の実施に係る影響要因の区分については、影響の重

大性に着目して、必要に応じ計画段階配慮事項を選定するものとする。 

  (8) 第一種事業を実施しようとする者による調査、予測及び評価の手法の選定に

当たっては、事業による重大な環境影響の程度及び当該環境影響が回避され、

又は低減される効果の程度を適切に把握できるようにすべき旨、計画段階配慮

事項等選定指針において定めるものとする。 

 

第二 計画段階意見聴取指針に関する基本的事項 

 一 一般的事項 

  (1) 第一種事業に係る計画段階配慮事項についての検討に当たって関係する行政

機関及び一般の環境の保全の見地からの意見を求める場合の措置は、法第３条

の７第２項の規定に基づき、計画段階意見聴取指針の定めるところにより行わ

れるものである。 

  (2) 意見聴取は、第一種事業の実施が想定される区域を管轄する都道府県及び市

町村その他の当該事業に関係すると認められる地方公共団体（以下「関係地方

公共団体」という。）の長並びに一般からの意見を求めることを基本とし、こ

れらの者からの意見を求めない場合は、その理由を明らかにするものとする。



また、意見聴取に当たっては、当該事業の計画の立案の複数の段階において、

関係地方公共団体の長及び一般の意見を求めるよう努めるものとする。 

  (3) 関係地方公共団体の長及び一般からの意見を求める場合は、可能な限り、配

慮書の案について意見を求めるよう努めるものとする。このとき、まず一般か

らの意見を求め、次に関係地方公共団体の長からの意見を求めるよう努めるも

のとする。関係地方公共団体の長に意見を求めるに当たっては、一般からの意

見の概要及び当該意見に対する第一種事業を実施しようとする者の見解をあら

かじめ関係地方公共団体の長へ送付するよう努めるものとする。 

 二 意見聴取に当たっての留意事項 

   第一種事業に係る計画段階配慮事項についての検討に当たって関係する行政機

関及び一般の環境の保全の見地からの意見を求める場合の措置に関する留意事項

を、計画段階意見聴取指針において定めるものとする。当該留意事項には、次に

掲げる事項が含まれるものとする。 

  (1) 一般からの意見を求める場合は、その旨を、官報、関係地方公共団体の広報

紙、日刊新聞紙及びインターネットへの掲載等適切な方法で公表するものとし、

その際、「第一種事業を実施しようとする者の氏名及び住所（法人にあっては

その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）」、「第一種事業の名称、

種類及び規模」、「第一種事業の実施が想定される区域」及び「供覧等の方法

及び期間」その他必要な事項を公表内容に含める旨、計画段階意見聴取指針に

おいて定めるものとする。 

  (2) 一般から意見を求める場合の配慮書の案又は配慮書の一般への公表は、書面

による供覧及びインターネットの利用等適切な方法により、適切な期間を確保

して実施する旨、計画段階意見聴取指針において定めるものとする。 

  (3) 関係地方公共団体の長からの意見を求める場合は、配慮書の案又は配慮書を

当該地方公共団体に送付し、適切な期間を確保して意見を求める旨、計画段階

意見聴取指針において定めるものとする。 

 


